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二
月
二
十
二
日
の
衆
院
予
算
委
員

会
で
梅
村
議
員
は
、
国
民
の
悲
鳴
を

聞
こ
う
と
せ
ず
、
消
費
税
増
税
に
つ

き
す
す
む
安
倍
内
閣
の
欺
瞞
（
ぎ
ま

ん
）
を
批
判
し
、
増
税
中
止
を
求
め

ま
し
た
。 

 

「
増
税
で
子
ど
も
に
誕
生
日
の
ケ

�
キ
も
買
っ
て
や
れ
な
い｣

｢

命
の
限

界
。(

増
税
は
）
死
ね
と
い
う
こ
と
か
」 

 

梅
村
議
員
は
、
よ
せ
ら
れ
て
い
る

声
を
訴
え
ま
し
た
。
と
り
わ
け
深
刻

な
の
が
母
子
世
帯
で
す
。
総
務
省
「
全

国
消
費
実
態
調
査
」
で
母
子
世
帯
は

月
九
四
四
円
の
赤
字
で
す
。「
月
九
四

四
円
の
赤
字
」
が
内
包
し
て
い
る
実

態
を
知
っ
て
い
る
の
か
。
消
費
税
一

〇
％
に
な
っ
た
ら
、
母
子
世
帯
の
生

活
は
ど
う
な
る
の
か
」
と
た
だ
し
ま

し
た
。 

ま
た
、
消
費
税

導
入
時
か
ら
低
所

得
者
ほ
ど
負
担
が

重
い
逆
進
性
へ
の

懸
念
が
あ
げ
ら
れ

て
い
た
こ
と
に
ふ

れ
、「
懸
念
は
解
消

し
た
と
考
え
て
い

る
の
か
」
と
追
及
。 

麻
生
財
務
大
臣

は
「
引
き
続
き
配

慮
が
求
め
ら
れ
て
い
る
」
と
し
な
が

ら
、「
消
費
税
増
収
分
は
全
額
、
社
会

保
障
の
充
実
・
安
定
化
に
あ
て
、
所

得
の
低
い
方
々
に
配
慮
す
る
」
と
増

税
を
正
当
化
し
た
の
に
対
し
て
、
一

九
八
九
年
の
消
費
税
導
入
以
降
、
消

費
税
収
額
は
総
額
三
〇
四
兆
円
に
の

ぼ
る
こ
と
を
指
摘
。
一
方
で
、
医
療

の
窓
口
負
担
は
上
が
る
な
ど
社
会
保

障
改
悪
の
連
続
だ
っ
た
と
し
て
、
国

民
の
命
を
切
り
刻
む
消
費
税
の
増
税

は
や
め
る
よ
う
強
く
求
め
ま
し
た
。 

 
 
                     ▼衆院予算委員会で消費税増税問題で質疑（2月 22日） 
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豪
雨
災
害
で
の
浸
水
被
害
に

つ
い
て
小
山
市
で
調
査
（
１
月

８
日
） 

 

 

 
 

常
総
市
で
被
災
一
年
の
課
題

を
聞
き
取
り(

写
真
は
決
壊
現

場
・
８
月
２
９
日)

 

掘
削
工
事
が
進
行
し
て
い
る
八

ツ
場
ダ
ム
の
現
地
視
察
（
１
月
２

５
日
） 

 
 

茨城 

群馬 

 
 

台
風
９
号
に
よ
る
大
雨
被
害
を

受
け
て
、
入
間
市
で
現
地
調
査

（
８
月
２
３
日
に
） 

 

埼玉 

栃木 
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190国会（2016年）発言一覧 

発言１７回（質問１４回、討論３回） 

1月 13日 豪雨被害 栃木「住宅応急修理」

提供ゼロ 適切な支援要求（総務委員会） 
2月 18日 地方港税改定案 福祉増進の保

障こそ 強調（本会議） 
2月 22日 母子家庭今でも「月 944 円の赤

字」消費税 10％は中止を（予算委員会） 
2月 23日 違法な地方税徴収横行 新方式

導入を批判（総務） 
2月 24日 常総水害「人災」の声 政府対

応をただす（総務） 
2月 26日 外形標準課税の拡大批判／民間

委託推進を批判（総務） 
3 月 1 日 地方交付税の性格ゆがめる改悪

等批判 交付税法・地方税法改定案反対討

論（総務） 
3月 10日 日本郵政 低賃金告発し、正社

員化推進せよ（総務） 
3月 22日 最大規模のＮＨＫ予算 受信料

負担の軽減や契約トラブルの改善要求／

ファンド出資批判（総務） 
3月 24日 ＮＨＫ予算 総務大臣意見、会

長の発言や不祥事、ファンドへの出資を批

判（本会議） 
4 月 5 日 消防力強化のための財政措置の

拡充を（総務） 
4 月 7 日 ＮＩＣＴの業務拡大は、大企業

支援などと批判（総務） 
4 月 19 日、21 日 国の持つ個人情報の民

間提供 国民の権利守れないと批判（総

務） 
4月 26日 待機児童問題 認可保育所大幅

増を要求（総務） 
4月 28日 特定商取引法、消費者契約法改

正 消費者の立場で改善を要求（消費者

特） 
5月 24日 住民合意でも長期化 区画整理

予算の確保を（総務） 
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福
祉
の
増
進
の
保
障
こ
そ 

 

交
付
税
法
改
定
案
で
強
調 

 
 

地
方
交
付
税
法
・
地
方
税
法
改
定
案

が
二
月
一
八
日
の
衆
院
本
会
議
で
審
議

入
り
し
、
質
問
に
た
ち
ま
し
た
。 

 

梅
村
議
員
は
、
市
町
村
合
併
や
「
三

位
一
体
改
革
」
に
よ
る
交
付
税
削
減
な

ど
で
地
方
を
衰
退
さ
せ
て
き
た
自
民
党

政
治
を
批
判
。
自
治
体
の
役
割
で
あ
る

「
住
民
福
祉
の
増
進
」
の
た
め
、
政
府

は
ナ
シ
�
ナ
ル
ミ
ニ
マ
ム
（
最
低
限
の

生
活
水
準
）
を
保
障
し
、
地
方
交
付
税

制
度
の
拡
充
や
地
方
財
源
の
確
保
を
行

う
べ
き
だ
と
強
調
。
自
治
体
が
独
自
に

お
こ
な
っ
て
い
る
、
子
ど
も
の
医
療
費

助
成
に
対
す
る
国
保
の
国
庫
負
担
額
の

減
額
調
整
（
ペ
ナ
ル
テ
�
�
）
に
は
、

「
自
治
体
と
母
親
た
ち
の
努
力
に
水
を

差
す
も
の
だ
」
と
中
止
を
要
求
。
国
の

病
床
削
減
計
画
に
あ
わ
せ
た
地
方
公
立

病
院
の
縮
小
や
、
自
治
体
職
員
減
ら

し
・
非
正
規
化
の
抜
本
的
見
直
し
を
迫

り
ま
し
た
。 

認
可
保
育
所
大
幅
増
を 

 

政
府
の
緊
急
対
策
た
だ
す 

四
月
二
六
日
、
待
機
児
童
問
題
を
と

り
あ
げ
認
可
保
育
所
の
大
幅
増
設
と
保

育
士
の
賃
金
引
き
上
げ
を
要
求
。 

 

梅
村
議
員
は
、
党
埼
玉
県
委
員
会
が

行
っ
た
調
査
結
果
を
し
め
し
、
同
県
内

で
保
育
所
の
入
所
申
請
の
３
割
以
上
が

不
承
諾
と
な
っ
て
い
る
自
治
体
も
あ
る

と
指
摘
。
つ
め
こ
み
な
ど
規
制
緩
和
中

心
の
対
策
が
行
き
詰
ま
っ
て
い
る
と
し
、

施
策
を
認
可
保
育
所
の
大
幅
増
設
に
切

り
替
え
る
よ
う
要
求
し
ま
し
た
。 

消
防
力
整
備
、
財
政
措
置
の 

拡
充 

求
め
る 

 

四
月
五
日
、
国
の
推
進
す
る
「
消
防

の
広
域
化
」
の
中
で
市
町
村
の
消
防
力

整
備
が
置
き
去
り
に
さ
れ
て
い
る
実
態

を
と
り
あ
げ
、
財
政
措
置
の
拡
充
を
求

め
ま
し
た
。 

 

梅
村
議
員
は
、
火
災
の
知
覚
か
ら
放

水
開
始
ま
で
の
時
間
や
、
救
急
車
の
現

場
到
着
平
均
時
間
が
長
く
な
っ
て
い
る

と
の
消
防
白
書
の
数
字
を
示
し
、「
広
域

化
で
消
防
強
化
と
は
逆
の
事
態
が
起
き

て
い
る
。
実
態
調
査
が
必
要
だ
」
と
求

め
ま
し
た
。 

自
治
体
に
徴
収
率
の
上
昇
を
求
め
る 

ト
�
プ
ラ
ン
ナ
�
方
式
導
入
を
批
判 

二
月
二
十
三
日
梅
村
議
員
は
、
住
民

に
対
す
る
違
法
な
地
方
税
徴
収
が
全
国

の
自
治
体
で
横
行
す
る
実
態
を
告
発
し
、

政
府
が
来
年
度
か
ら
地
方
税
徴
収
に
導

入
す
る
予
定
の
ト
�
プ
ラ
ン
ナ
�
方
式

が
事
態
の
悪
化
を
招
く
危
険
を
指
摘
。

差
し
押
さ
え
件
数
が
急
増
し
て
一
万
件

を
超
え
た
前
橋
市
（
二
〇
一
四
年
度
）

で
、
給
料
、
年
金
、
児
童
手
当
の
振
り

込
み
を
狙
い
撃
ち
に
す
る
事
例
が
相
次

い
で
い
る
と
告
発
し
ま
し
た
。 

外
形
標
準
課
税
の
拡
大
批
判 

 

地
域
経
済
壊
す 

三
月
二
十
六
日
、
政
府
が
大
企
業
減

税
の
財
源
と
し
て
、
所
得
が
赤
字
の
企

業
に
も
課
せ
ら
れ
る
外
形
標
準
課
税
の

適
用
拡
大
を
狙
っ
て
い
る
こ
と
を
批
判

し
、
中
止
を
求
め
ま
し
た
。 

梅
村
議
員
は
、
外
形
標
準
課
税
適
用

拡
大
に
よ
る
中
堅
企
業
の
負
担
額
に
つ 

   
河野太郎消費者担当相（当時）に消費者庁 戦争法廃止をもとめる請願受け取る  参院選挙で躍進、国会議員団 35 名に(7 月) 

等移転問題で大臣申し入れ(1 月)       (5 月)  

 

 
            2 月 18 本会議 
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い
て
、
赤
字
企
業
は
も
ち
ろ
ん
、
黒
字

で
あ
っ
て
も
所
得
一
億
円
以
下
で
は
増

額
に
な
る
と
指
摘
。「
ぎ
り
ぎ
り
で
頑
張

っ
て
い
る
中
堅
企
業
に
増
税
す
る
の
は

道
理
が
な
い
」
と
批
判
し
ま
し
た
。 

特
商
法
、
消
費
者
契
約
法 

消
費
者
の
立
場
で
改
善
を  

四
月
二
十
八
日
、
特
定
商
取
引
法
、

消
費
者
契
約
法
の
改
正
に
あ
た
っ
て
、 

梅
村
議
員
は
、
消
費
者
団
体
な
ど
か
ら

勧
誘
規
制
強
化
の
要
望
が
出
て
い
る
こ

と
を
指
摘
。
今
回
の
法
改
正
の
議
論
は

業
界
の
自
主
規
制
に
と
ど
ま
っ
た
と
し

て
、
改
善
を
求
め
ま
し
た
。 

日
本
郵
政 

正
社
員
化
推
進
せ
よ 

 

三
月
十
日
、
非
正
規
社
員
が
半
数
（
二

十
万
人
）
を
占
め
る
日
本
郵
政
グ
ル
�

プ
の
実
態
を
追
及
し
ま
し
た
。 

 

梅
村
議
員
は
、
郵
政
産
業
ユ
ニ
オ
ン

の
ア
ン
ケ
�
ト
か
ら
、
低
賃
金
で
「
非

正
規
の
ま
ま
放
置
さ
れ
て
い
る
」
と
の

実
態
を
告
発
。
非
正
規
社
員
十
万
人
の

正
規
登
用
を
示
し
な
が
ら
、
い
ま
だ
二

万
六
千
人
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
と
し
て
、

「
未
来
の
郵
政
事
業
を
担
う
人
た
ち
が

正
社
員
に
な
れ
な
い
現
状
は
打
開
す
べ

き
」
と
正
規
登
用
を
迫
り
ま
し
た
。 

区
画
整
理
予
算
確
保
を 

 

住
民
合
意
で
も
長
期
化 

五
月
二
十
四
日
、
住
民
合
意
が
あ

る
区
画
整
理
事
業
が
、
長
期
化
し
住

民
生
活
に
深
刻
な
影
響
を
与
え
て
い

る
事
態
を
告
発
し
、
予
算
確
保
を
求

め
ま
し
た
。 

 

梅
村
議
員
は
、
埼
玉
県
の
蕨
市
、

川
口
市
、
さ
い
た
ま
市
の
例
を
紹
介
。

蕨
市
の
事
業
は
三
十
三
年
が
た
ち
、

移
転
完
了
ま
で
さ
ら
に
三
十
年
以
上

も
要
す
る
と
指
摘
し
、
社
会
資
本
整

備
総
合
交
付
金
が
５
年
前
と
比
べ
て

四
割
減
と
な
っ
て
い
る
と
追
及
。 

梅
村
議
員
の
「
あ
と
二
十
年
、
三
十

年
も
待
た
せ
る
つ
も
り
か
」
と
の
質

問
に
、
国
土
交
通
省
は
そ
の
遅
れ
を

認
め
ま
し
た
。 

Ａ
Ｖ
強
要 

消
費
者
被
害 

 

「
適
用
あ
り
う
る
」
答
弁 

梅
村
議
員
は
、
四
月
二
八
日
の
衆

院
消
費
者
問
題
特
別
委
員
会
で
、
街

頭
や
Ｓ
Ｎ
Ｓ
で
勧
誘
さ
れ
て
ア
ダ
ル

ト
ビ
デ
オ
に
出
演
し
、
多
額
の
違
約

金
を
請
求
さ
れ
る
被
害
な
ど
に
つ
い

て
、
労
働
者
性
が
認
め
ら
れ
な
い
ケ

�
ス
は
、「
消
費
者
被
害
と
し
て
位
置

付
け
る
べ
き
だ
」
と
求
め
ま
し
た
。 

 

消
費
者
庁
の
井
内
正
敏
審
議
官
は
、

消
費
者
契
約
法
は
消
費
者
と
事
業
者

と
の
契
約
が
対
象
だ
と
し
つ
つ
、
梅

村
議
員
の
「
明
ら
か
に
情
報
量
の
格

差
が
あ
る
」
と
の
指
摘
に
、「
短
発
で

ビ
デ
オ
に
出
演
す
る
契
約
を
締
結
す

る
よ
う
な
事
例
は
、
消
費
者
契
約
法

の
適
用
が
あ
り
う
る
」
と
説
明
。 

梅
村
議
員
は
、
消
費
者
と
し
て
の

権
利
を
知
ら
せ
る
こ
と
も
強
く
求
め

ま
し
た
。 

  
 

栃木県の住宅応急修理適用ゼロを追及 

1 月 13 日、関東・東北豪雨災害で適切

な行政支援が受けられなかった被災者へ

の救済を求めました。栃木県では、全壊

24 棟、半壊 225 棟、床上浸水 1967 棟な

どの甚大な被害が発生しましたが、災害救

助法にもとづく「半壊」以上の被災者に支

給される住宅応修理の適用実績がゼロで

す。梅村議員は小山市などの事例をあげな

がら「住宅応急修理」制度そのものが被災

者に周知徹底されず、「本来、使える制度

が使えなかった人がいる」と追及しまし

た。 
なお、小山市ではその後住民の要求を力

に、「半壊世帯」に対する支援金 50 万円を

実現しました。 
常総水害「人災」 政府対応ただす 

2 月 24 日、昨年 9 月の記録的豪雨で茨

城県常総市の鬼怒川付近の堤防が決壊し、

甚大な被害が出たことを取り上げました。

梅村議員は、鬼怒川の堤防整備予算が 15
年度は約 10 億円だったのに対し、鬼怒川

上流にある湯西川ダム（栃木県）の建設に

は毎年50億～350億円であることにふれ、

「ダム建設優先で河川整備が後回しにさ

れた」と追及。決壊付近の住民たちが国交

省の地元事務所に堤防の危険性と早急な

整備を求めていたとし「地元では人災だと

の声が出ている」とし、住民への説明を要

求しました。 
 

〝電波停止も〟大臣発言撤回求める 

2 月 18 日の衆院本会議で、放送局への

電波停止命令に関する発言を高市早苗総

務相が繰り返していること等ついて、「言

論・表現の自由を定めた憲法 21 条と放送

法を真っ向から踏みにじるもの」と述べ、

撤回を求めました。梅村議員は、憲法に基

づく放送法が第 4 条で定めた「政治的公平

性」について、放送事業者が自ら守る規範

だと指摘。「政府が判断して放送事業に介

入することなど断じて許されない」と迫り

ました。 
 
 
 
 


